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7．事業の広報と成果報告 

 

（1）情報サーバ「ほくとくネット」を通した情報の提供と公開 

 

 

   本事業により収集された情報や成果、プログラム内容などについては、随時、「ほくとくネット」

にアップロードを行い、広く情報提供に努めている。また、講習会や研修会、講座などにおいて「ほ

くとくネット」を紹介するとともに学生や現場の教員などがその情報を活用しやすいよう調整を進

めている。 

 

（2）学会等における活動報告 

北海道教育大学における発達障害を含めた特別な教育的ニーズに対応した地域の取り組みについ

ては、学会等における発表等を通して広報を行った。 
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   さらに、本事業を通して得られた発達障害のある児童生徒に対する支援方法に関しても、随時各

地で開催されている学会や研究会において報告を行っている。 
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（3）広報紙の作成 

本事業に関し、理解啓発を進めることを目的に、北海道教育大学における人材育成の組織や体制

の取り組み内容、平成 27 年度の事業成果などをまとめたパンフレットを作成し、広く広報を行うこ

ととした。 
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（パンフレット表紙） 

（パンフレット抜粋） 
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（パンフレット抜粋） 



- 82 - 

 

おわりに 

 

平成 27 年度に実施された本事業における成果の概要について報告した。学部の講義では、受講生の大

部分が特別支援教育についての知識がほとんどない状況であることが示された。一方、その多くが、小

学校・中学校の通常学級の教諭を志望しており、通常学級に在籍する発達障害の児童生徒の理解と支援

方法の伝達の重要性が示された。 

通常学級に在籍する可能性の高い「発達障害の特性理解を促進するための学習プログラム」について、

当事者の手記やビデオ、実際の教育相談事例などを織り交ぜるとともに幼児期、卒業後の時期にあたる

青年期・成人期などのライフサイクルから見た理解促進のためのプログラムを実施した。また、体験的

な学習の場としてフィールド研究を実施し、その効果について検証を行った。その結果、単に教育現場

（フィールド）を体験するだけではなく、発達障害のある子どもへの個別的な支援を体験したり、講義

等の座学を通した理解の促進を図ったりすることが、「発達障害児の支援に関わりたい」という気持ちに

影響していることが示唆された。また 1年間のプログラムを通して、「各発達の障害に関する理解が深ま

った」と自覚する者が多いことも明らかとなった。主観的理解度の範囲ではあるが、本プログラムの効

果が示されたものと言えよう。 

また各地域でのニーズや学生、受講生の実態に合わせた試行的な講義、学習プログラム、講習会など

についても実施し、その状況と成果について報告を行った。さらに視察などを通して各地域で実施され

ている発達障害児・者への支援に関する情報収集を行い、平成 28 年度に向けての貴重な情報を得ること

ができた。 

これらの取り組みについては、随時、情報を「ほくとくネット」を通じて公開することで、地域への

情報の公開と提供を行ってきた。平成 27 年度末にはトップページの閲覧回数だけでも 7万アクセスを超

えるなど、広く関係者への情報提供につながっていることが伺われる。これらの情報は、へき地・遠隔

地の多い北海道の地域性からくる発達障害児の支援方法や学習ニーズへの対応方法としても、有効な手

段となるものと思われる。 

 

今後の課題 

本プログラムは、教員免許を取得する全ての学生が発達障害に対する基礎的な理解ができるようにな

ることを目指し、大学全体のカリキュラム改革の一環として設定されたものである。平成 27 年度は、初

年度ということもあり、受講者数は約 130 名であったが、今後のプログラム内容の充実に向けて、さら

に多くの受講生のデータを集める必要がある。また、研修参加者の現場での指導経験の内容やニーズな

ど、多角的な視点から効果の分析を行う必要があり、事後アンケートなどを実施することで、プログラ

ム内容について効果的な内容の精選を行う予定である。さらに、発達障害の理解を進める研修、講演と

アセスメントなどの組み合わせによって、発達障害に対する実践的な支援技能を高めることができるも

のと考えられる。なお、平成 28 年度については、教育委員会の各支庁との連携をさらに進め、標準的な

プログラムをもとに、各地域のニーズに合わせた現職教員プログラムを実施する予定である。 

これらの情報から得られた内容や指導方法については、データベース化を行うとともに、テキスト等

を作成することで研修用の教材を作成する予定である。また、それらのデータは、動画などを含め、「ほ

くとくネット」を通じて広く公開する予定である。 
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取り組み担当者 

 

青山 眞二・札幌校・教授 

齊藤 真善・札幌校・准教授 

池田 千紗・札幌校・特任講師 

千賀 愛 ・札幌校・准教授 

三浦 哲 ・札幌校・教授 

安井 友康・札幌校・教授 

小野寺基史・教職大学院・准教授 

萩原 拓 ・旭川校・教授 

蔦森 英史・旭川校・講師 

片桐 正敏 旭川校・准教授 

二宮 信一・釧路校・准教授 

小渕 隆司・釧路校・准教授 

戸田 竜也・釧路校・講師 

阿部 美穂子・釧路校・教授 

五十嵐靖夫・函館校・教授 

北村 博幸・函館校・准教授 

細谷 一博・函館校・准教授 

大山 祐太・岩見沢校・講師 

平田新次郎・附属特別支援学校・副校長 

 他、附属特別支援学校教員 

金澤 恵美・附属札幌小学校、中学校特別支援学級・主任 

 他、附属札幌小学校、中学校特別支援学級 
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